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研究成果の概要（和文）：地域・環境の再生を実現するために、関わる主体の関わり方、システ

ム、実現組織のあり方という３つの分析視点を持ち、国内外の事例調査を行った。研究成果と

して、地域・環境の再生を実現に導くための共創の状態とは、既存の主体同士の中で実現され

るものではなく、新たな主体同士の関わり方が必要であること、その中で、大学の果たす役割

が非常に重要であること、また、活動の具体的な場所や地域の設定が重要であることが明らか

になった。 
 
研究成果の概要（英文）：The object of this research study are how to revitalize exhausted 
region and it’s environment, and relation of organization which is concerning about activity 
in this case. We did case study both of internal and external with 3 viewpoints,; 1) the way 
to be concerned with organization, 2) system of co- creation, 3) structure of executive 
organization. The results are follows, 1) The situation of co-creation are not came into 
existing organization. It is necessary to concerned with new organization. 2) In this case, 
the role of university is very important. 3) It makes clear that setting of specific place and 
area when putting in revitalization program. 
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 直接経費 間接経費 合	
 計 
2009年度 5,800,000	
 1,740,000	
 7,540,000	
 

2010年度 4,000,000	
 1,200,000	
 5,200,000	
 

2011年度 4,300,000	
 1,290,000	
 5,590,000	
 

年度 	
 	
 	
 

	
 	
 年度 	
 	
 	
 

総	
 計 14,100,000	
 4,230,000	
 18,330,000	
 

 
 
研究分野：工学 
科研費の分科・細目：建築学・都市計画・建築計画 
キーワード：計画論、地域再生、共創、国際連携、仕組み 
 
１．研究開始当初の背景 
(1)地域において今までマネジメントの役割
を担ってきた行政、企業、住民の地域力は総
体的に弱まり、新たな役割を果たす中間組織、
人材の必要性と既存主体を繋ぐマッチング
システムの構築が必要不可欠となってきた。
一方で、欧米諸国では、都市・地域の環境再

生を大学や NPO が新たなそして重要な役割
を果たしつつ推進していく動きが展開され
はじめた。 
(2)このシステムを成立させるためには、持続
可能性の担保と創造性、さらにはグローバル
な視点の必要性が考えられ、それらを担える
存在として、大学と含め、NGOや NPO、ま
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ちづくりを主体的に行っていける地域の行
動体などに様々な役割が期待されている。 
(3)その中で研究代表者や研究グループが展
開、構築してきた研究の方向性は、１）都市
と大学が連携する計画システム、２）地域と
大学の協働モデル、３）新たな地域づくりの
計画理念・手法として、地域再生のためのマ
ネジメン・トシステムの可能性の追求に道筋
をつけてきた。 
 
２．研究の目的 
上記のような背景より、本研究の目的は、地
域環境再生を目指し社会資本を再創出する
ために、地域（市民、行政、企業、NPO、大
学を含めた）の多主体による合意形成システ
ムである「共創」の実現と仕組みの創出、さ
らにそれを社会化するためのプログラムを
国際的な連携関係の中で実証的に赤らかに
することである。 
 
３．研究の方法 
本研究の最大の特徴は、地域・環境の持続的
再生を行うために、①経済・産業、②社会・
コミュニティといった見えない社会資本と、
③社会基盤・居住空間、④環境という見える
社会資本の創出とそのマネジメント・システ
ムを定難することにある。そのために、以下
の３つの研究段階より研究を進め、最終的な
目的の精度を求めた。	
 
2009 年度	
 
フェース１：見える社会資本形成のための地
域と大学・NPO 等との連携のための方向性の
構築のために、	
 
1） 新たな連携による地域・環境再生に関す
る計画体系と計画主体のヒアリングおよ
びワークショップ	
 

2） 大学と地域との連携システム構築方法の
調査	
 

3） 連携の方向性の検討	
 
を行った。	
 
2010 年度	
 
フェーズ２：見えない社会システムとしての
社会資本形成のための地域マネジメントと
ガバナンスに対する大学を含めた主体の役
割と新たな関係性の提案として、	
 
4） 地域・環境再生における広域での連携計
画・マネジメント体制・実現プログラム
に関するヒアリングおよびワークショッ
プ	
 

5） 連携実態のデータベース構築とケースス
タディ調査	
 

を行った。	
 
2011 年度	
 
フェーズ３：新たな公の構成により地域・環
境再生への計画目標、国際的連携と推進機構
システムの構築として、	
 
6） 地域の様々なステークホルダーとの協働

による連携実現化プロセスとして国際シ
ンポジウムの開催	
 

7） 連携システムの定着化を評価するアクシ
ョンリサーチ	
 

8） 総合的考察・提案と国際連携システムの
可能性の検討	
 

を行った。	
 
	
 
４．研究成果	
 
	
 今回の研究活動で見えてきた「共創」を実
現するためのメカニズムとは、既存の主体の
中で実現されていくようなものではなく、新
たな主体同士の関わり方が必要であること、
その中で大学の果たす役割が非常に重要で
あること、また具体的な場所や地域の設定の
仕方が重要であることが明らかになった。そ
の一方で重要な役割を期待される大学にお
いては、彼らが行っている実際の活動の情報
があまり共有化されておらず、大学間での連
携に必要性も明らかになってきた。 
	
 これらの知見を具体的にまとめると以下
のように整理できる。	
 
（１）組織 
・ ポートランド市とポートランド州立大学
の事例が特筆される。都心地域の再生や持
続可能な都市の形成のために、行政の内部
組織として従来の組織とは別に、行政横断
的にさらには、外部のステークホルダーと
の連携、パートナーシップの形成のために、
ポートランド・サステイナブル・インステ
ィティートという組織、さらには、外部の
企業、市民団体、大学などが参加するポー
トランド開発コミッションという組織が
創られ、共創を支える新たな組織体を行政
内部で形成している。（図１） 

・ 一方で、ポートランド州立大学では、１研
究室や大学教員が個別に地域の再生やサ
ステイナブルな地域づくりに取り組むの
ではなく、研究、教育、アウトリーチを含
んだサステイナブル・ソリューション研究
所を設立した。これら３つの組織がうまく
連携することで、戦略的な都市再生のプロ
ジェクトを推進している。（図２） 

・ イングランドのブラッドフォード市とブ
ラッドフォード大学の事例もポートラン
ドとは違うが、組織のあり方を探る上で好
例である。疲弊した都心再生を行うために、
行政が作成したアクションプランを実現
するために、大学は主要なステークホルダ
ーであり、行政とパートナーシップを組む。
さらに、具体的な開発提案を行うのは、民
間のディベロッパーであり、行政、大学、
民間企業のパートナーシップによって、都
心再開発が推進されている。 

・ ベルギーのルーバン・ラ・ヌーブもユニー
クな都市づくりを行っている。４０年前に
都市と大学が一体になった新都市の建設



 

 

プロジェクトが開始され、現在も成熟化が
進む。土地はすべて大学が所有し、ロング
スパンのリースによって建物が建設され
ていくというシステムである。大学が都市
経営を行い、それを実現している希有かつ
ユニークな事例である。 

（２）場所・エリア 
・ ポートランド市が進めるエコディストリ
クツという都心部の拠点再開発がある。特
にそのプロジェクトの開始拠点として、大
学地区が選定された。大学が持つ、教育・
研究、アウトリーチなどの力を活かし、地
域を巻き込みながら、新たなサステイナブ
ルな施設、インフラとコミュニティの形成
を実現しようとするものである。 

・ ブラッドフォード市では、行政計画に大学
地区の開発が盛り込まれている。行政が進
める都心再生計画の重要拠点として、大学
地区が選定された。事実、経済の冷え込み
でなかなか進まない開発プロジェクトを
いち早く実現させたのは、大学の持つ人的
吸引力を使った住宅開発（学生寮の建設）
である。これによって、空洞化している都
心に人口を呼び戻すことが実現した。（図
３） 

・ 都心から離れた地域に立地するカナダの
ブリティッシュ・コロンビア大学では、大
学の周辺地区の開発権限を市から取得し、
住宅地開発やコミュニティづくりを大学
が行っている。大学キャンパス周辺に魅力
的な住宅地を形成することで、大学自体も

都心から離れたハンディを克服でき、大学
と都市の緊密な関係が成立している。 

（３）地域・環境再生における大学の新たな
役割と可能性 

・ キャンパス計画的視点で、調査大学（ブラ
ッドフォード、北京大学、UBC、ルーバ
ン･ラ･ヌーブ、シンガポール国立大学）を
見ると、キャンパスを学生･教職員の生活
拠点としてとらえていることがわかる。キ
ャンパスの中に多くの学生･教職員職員が
住むということは、エネルギー、交通、廃
棄物等の環境問題に関わる事象も解決し
ていかなくてはならない。また、キャンパ
スを活性化し、生活の質を高めることも重
要となる。特徴的なのは、キャンパスの中
に住宅を作って利便性を高めるだけでな
く、キャンパスの環境問題を同時に解決し、
さらに住宅開発と運営に伴う利益を大学
の資金として獲得していることにある。キ
ャンパスマスタープランと、サステイナビ
リティプラン、プロパティマネジメントが、
同時に考えられている。大学自体の問題解
決を地域の再生に結びつけた大学・地域双
方の経営的戦略性を持つ可能性がここに
は存在する。 

・ キャンパスマスタープランをつくること
で、持続可能な環境を実現するとともに、
資金を集める仕組みを作れるとすれば、我
が国の国立大学法人法第 22条のしばりを
なくし、大学がキャンパス内や周辺地域の
住環境整備に関わることも考えて良いの
ではないか。キャンパス特区的な考え方で、
実証実験的に試してみることも考えられ
る。これまで我が国の大学が行ってきた産
学連携だけではなく、周辺の居住環境を含
めてサステイナブルな都市を実現する、ポ
ートランドのエコディストリクトと同様
なことが実現できるのではないか。 

（４）大学間の連携システム 
・ 米国の高等教育の予算は、これまでの 10
年間にわたって削られてきており、成人若
年層が成人壮年層に比べて大学教育を受
けた比率が低いという深刻な課題を引き
起こした。連邦政府は、学位保有者の増加
を国家政策として位置付け、予算も措置さ
れるようになったが、各州の高等教育の牽
引役としての大学システムへの期待が高
まっている。大学システムは、各州に設置
された大学が加盟する組織であり、各州の
高等教育委員会のもとに設置されている。
日本では、地方政府の機関として、同様の
システムはみられない。 

・ オレゴン州には、州政府が設置した７大学
があり、97,000 人の学生が在籍し、大学
別にプログラムを実施している。オレゴン
大学システムは、州全域に十分な教育を提
供し、大学間の非効率な競争を避け、教育

図１	
 行政・大学・市民・企業の参加による新たな	
 

共創のシステム（ポートランド市）	
 

図２	
 大学・行政・新たな組織体による都市再生	
 

プロジェクトの推進体制	
 



 

 

プログラムの不要な重複をなくし、オレゴ
ン州住民の学位保有者を増やし、州の課題
に向き合い、州の経済に恩恵をもたらす経
済発展のエンジンとして、大学を牽引する
ことが期待されている。 

・ オレゴン大学システムの役割には、(1)各
大学の学術プログラムへの資金提供、(2)
都市と大学のサステナビリティへの貢献、
(3)将来計画に基づく各大学のプログラム
調整、(4)各大学の評価、などがある。ま
た、オレゴン大学システムの課題として、
(1)州政府の予算削減への対応、(2)外部資
金の獲得、(3)各大学の学長との協力関係、
(4)州全体の国際的な協働、国際化、(5)地
域の産業との関係、(6)教育の質の問題、
などがあげられる。 

・ オレゴン州は、全米の中でも必ずしも裕福
な州ではないものの、州の振興とサステナ
ビリティに対して、公立大学それぞれが州
の中で、またそれぞれの地域の中で明確に
位置づけられている。翻って日本の大学は、
公立大学でも当該地域の中での役割が不
明確な場合が多く、今後も非効率で非効果
的な大学間競争が展開されることが危惧

される。	
 この調査から、少子高齢化と人
口減が進む地域社会の中で、地域における
各大学の役割分担と、それに応じた各大学
のアカデミックプランの見直し、特に大学
ミッションの見直しが急務であると指摘
できる。その実現のためには、オレゴン大
学システムのように地域の大学同士が連
携システムをつくることによって、地域内
の大学の位置づけや予算、各種教育研究プ
ログラムを調整する機関の創設も不可欠
であろう。 

	
 今回の研究を実施する中で見えてきた今
後の課題を最後に挙げておく。これからの都
市や地域のサステイナビリティを考える際
に小さなエリアだけで考えるということで
はなく、国際戦略と結びつけていくのが必須
になる。特に大学と都市の戦略的連携が今後
の双方の経営に大きな意味を持つとすれば、
その際、私たちが着目するのは、大学の原型
をつくりあげた欧州やキャンパス計画発祥
の地であるアメリカだけではない。今回の調
査やシンポジウムでも明らかなように、すで
にアジアで今後の戦略的取り組みが始まっ
ている。今回の知見を活かし、どのようなコ
ミットを今後していくのかに際して、アジア
各国やパンパシフィック的な関係づくりも
重要な課題である。（図４） 
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